公　募
平成２２年度大規模石油災害対応体制整備事業費補助金

災害対策技術等調査研究事業「人工衛星画像による海上流出油

自動認識システム技術の利用・活用方策に関する調査」の
委託先の公募について
平成２２年６月１４日

石    油    連   盟

基盤整備･油濁対策部

石油連盟が、平成２２年度大規模石油災害対応体制整備事業費補助金の災害対策技術等調査研究事業の一環として実施する「人工衛星画像による海上流出油自動認識システム技術の利用・活用方策に関する調査」について、調査を受託され実施していただく方を公募により選定することとします。

ついては、調査受託を希望し応募する場合には、以下に記載しました事業の目的・内容をご理解のうえ、調査実施計画に関する企画提案書等を作成し石油連盟宛ご提出願います。
１．調査目的

わが国のエネルギー源の主要な柱である石油の需要は、海上輸送にその大半の供給を依存しており、輸送量の増大や輸送手段の大型化に伴う海難事故の規模とその増加が看過できない状況である。海難事故の発生に伴う海上流出油等の海洋汚染の防止は、国境を跨ぐ広域な海域にその被害域が拡大することから、各国が協調してこれに取り組むことによって初めて十分な効果が得られるものである。
石油連盟では、海上流出油の防除対策に資するとの観点から、人工衛星による海上油濁域の検出に関する調査研究を実施してきており、①人工衛星搭載のＳＡＲ(合成開口レーダ)センサを利用する昼夜全天候型海上油濁域検出手法の導出（平成17年度）、②ＳＡＲセンサの仕様の相違や気象・海象条件の違いによる検出率の評価（平成18年度）、③海外での人工衛星を利用した油濁認識技術の動向調査（平成19年度）、④ＳＡＲセンサ観測データの検索取得方法の明確化（平成20年度）および⑤早期自動認識システムの構築の可能性調査（平成21年度）などの調査研究成果を踏まえて、ＳＡＲセンサ画像から油濁域を的確に検出する半自動化手法を確立してきた。
しかしながら、こうした油膜自動認識システム技術をさらに高度化し全自動化システムとして構築していくためには、システムの設計と運用面において相当の費用が掛かることが見込まれており、石油連盟の油濁災害対策技術等調査研究事業予算の範囲内でシステム構築を具体化していくことが諸々の制約もあって難しい状況になっている。
このため、石油連盟がこれまで行ってきた海上流出油の油膜自動認識技術に関する調査研究成果を形骸化させないためには、石油連盟の調査研究成果を引き継ぐ担い手(利用・活用者)に対して、油膜自動認識システム構築の有効性と有用性をより広範囲に訴え、油膜自動認識技術を実際に利用・活用してもらう必要があることから、その方策に関する調査を行うこととする。
２．調査内容

本調査では、石油連盟がこれまで実施してきた調査研究の成果を踏まえて、ＳＡＲセンサ画像を処理・解析することで海上流出油の油濁域を自動的に検出するシステムの利用並びに活用のあり方に関して、以下の調査を実施する。

（１）海上流出油の油濁域自動認識技術に関する調査研究成果の取りまとめ

石油連盟のこれまでの調査研究の成果を踏まえて、海上流出油の油濁域自動認識技術について、当該システム利用者の利便性と活用意欲を向上させる観点から、当該システム機能・性能、システムの操作性、運用管理条件等の諸条件を簡潔かつ視覚的に分かり易く再整理・取りまとめを行う。

（２）流出油自動認識システムの操作手順等に関する調査・検討

油膜自動認識システムを実際に利用・活用する際の操作手順等について、以下の調査・検討を行う。

① 自動認識システムの操作方法・手順について簡潔かつ視覚的に分かり易く取りまとめを行うこと
② 処理結果の表示方法（地図表示、Google表示等）、出力フォーマット（レポートフォーマット等）等のイメージをビジュアルな形で整理・取りまとめ
（３）流出油自動認識システムの基本仕様に関する調査・検討
油膜自動認識システム構築の一助となるように、油濁事故の発災情報（海上流出油事故発生日時・場所等）に基づき、利用可能な衛星および画像情報の選定、油濁海域の自動認識、拡散移動状況の検出処理など、自動認識システムの一連の処理過程に係わるソフトウェアシステムの基本仕様について整理・取りまとめ
（４）流出油自動認識システムの利用・活用のあり方についての提言
① 国内外で実際に使われている海上流出油検出システムに関する技術的・運用管理全般にわたっての調査を行い、システム開発の課題・問題点等を整理
② 油膜自動認識システム構築の担い手(利用・活用者)に対して、利用・活用方策の提言を取りまとめ
４．公募の申請書等
別紙の記入要領等を参照し、①所定の公募申請書、②公募提案書、③申請者に関する概要表、ならびに関連するテーマの調査を行っている場合、④その調査報告書、⑤申請者の年次報告書等を、３部提出のこと。
５．申請書等の提出
① 提出期限：平成22年6月25日(金)　正午まで
② 提 出 先：〒100－0004　東京都千代田区大手町１丁目３番２号（経団連会館）
石油連盟 基盤整備･油濁対策部 油濁対策室
※提出方法は、郵送・宅急便または持ち込みとする。
６．委託先の選定等
① 委託先選定審査：公募締切日翌週の半ばまでに決定し、応募者にその旨通知
※ 委託先選定基準：調査内容、調査方法、事業遂行能力、経理管理能力等を総合的に審査し選定する。
② 委託契約期間：契約締結日～平成23年2月28日
７．本調査に関する注意事項
①
本調査の予算額（消費税込み）は、７００万円程度とする。
②
調査期間の途中の支払は行わない。
③
再委託（含む外注）する場合は、総事業費の５０％以内とする。
④
調査完了後すみやかに調査報告書、支出実績報告書、関係書類を提出のこと。
⑤
公募申請書等の作成は経費に含まれない。
⑥
全ての支出には領収書等の厳格な証明書類が必要になるため、厳格な経理処理が必要であることを前提として本調査の受託可否を検討されたい。
⑦
委託先選定の審査についての問い合わせには応じない。
⑧
提出された公募申請書等については返却しない。
８．問い合わせ先
石油連盟 基盤整備・油濁対策部 油濁対策室　（担当窓口；手賀、澤井、角田）
〒100－0004　東京都千代田区大手町１丁目３番２号
TEL　０３－５２１８－２３０６
以　上
別　紙　　　　　　「申請書・提案書・申請受理票の記入要領」
平成２２年度大規模石油災害対応体制整備事業費補助金

災害対策等調査研究事業「○○○○○○○○○○○○に関する調査」
１．申請書（様式１）

(1)受付番号

石油連盟が申請者の管理を行うための番号になりますので、記入しないでください。

(2)申請者

申請者となる企業・団体等について記入してください。申請者は、採択の後に、石油連盟と委託契約を締結します。本委託契約後の経理実務については、申請者が責任を持って管理することとなります。

1 企業・団体名：申請者となる企業・団体等の名称を記入してください。

2 代表者役職・氏名：申請者となる企業・団体等の代表者の役職、氏名を記入してください。右の印または署名欄には代表者印を押印または署名をしてください。

3 所在地：申請者の所在地を記入してください。

(3)連絡担当窓口

本調査事業への申請にあたり、石油連盟との連絡担当窓口となる方について記入してください。

1 企業・団体名：所属する企業・団体等の名称を記入してください。

2 氏名：氏名をご記入ください。漢字氏名のあとに（ ）書きでふりがなを記入してください。

3 所属（部署名）：所属する部署名を記入してください。

4 役職：役職を記入してください。

5 所在地：郵便番号、所在地を記入してください。

6 電話番号：電話番号を記入してください。代表・直通を明記してください。

7 ＦＡＸ番号：ＦＡＸ番号を記入してください。

8 Ｅ－ｍａｉｌ：Ｅ－ｍａｉｌアドレスを記入してください。
２．提案書（様式２）

下記の事項について、様式２により、Ａ４サイズ用紙、縦置きで記入してください。必要に応じて記入した事項の詳細を説明する資料を添付してください。

※資料を添付する場合も様式には概要を必ず記入してください。

(1)申請者
申請者となる企業・団体等の名称を記入してください。

(2)事業概要
本調査事業の概要、目標設定、目標達成までのプロセス等を具体的に記入ください。

(3)実施体制
本調査事業の実施体制について、リーダ並びに研究員の所属及び氏名、リーダの略歴、実施体制図、役割分担等を記入してください。また、再委託事業者及びその先に予定されている請負先事業者全てを網羅してください。

(4)実施スケジュール
(2)に記載された事業内容に関する実施スケジュールについて線表を用いて記入してください。

(5)予算額

本調査事業の実施にかかる予算額を千円単位で記入してください。対象となる経費は下記のとおりとします。

予算執行上、全ての支出には領収書等の厳格な証明書が必要となります。また、支出額、支出先、支出内容が適切か否かも委託費支払いに際し、厳格に審査され、これを満たさない場合は、当該委託費の支払いが行えないことになります。厳格な経費処理が必要であることを前提として、当該委託事業の受託可否も含めて、予算額の策定を行ってください。

	１.人件費

○委託事業に従事した研究員等の実稼働時間分の人件費とします。

人件費単価については原則として、下記の方法によるものとします。

※人件費の対象となるもの

基本給、家族手当、住居手当、通勤手当、法定福利費（事業主負担分）、管理職手当（技能職に対する手当てを含む）、賞与

※人件費の対象とならないもの

退職金、福利厚生要素のある食事手当等

· 研究員等に係る人件費の一時間当たりの単価（以下時間給という。）は、各個人ごとに、委託事業を実施する国の会計年度における年間支払人件費の総額（上記対象分）を年間理論労働時間数で除したもの。

· 理論労働時間数とは、委託事業実施事業者における就業規則等に定められた所定内労働時間（所定内有給休暇日数分の労働時間を除く）をいう。

· 時間給については、当該会計年度に先立つ１年間の平均人件費を基礎として、給与の改定に対する予想などをして決定した予定時間給を使用することができる。

ただしこの場合、会計年度が終了したときには、改めて積算した時間給によって精算すること。

· 残業の時間給については、委託事業実施者における就業規則等に定める時間外単価と上記によって求めた時間給とを比較し、低い方の単価を用いる。

２.事業費　(注)下記費目は例示。
① 旅費

研究員の出張及び委員会等の開催にかかる委員等の旅費

② 事務費

事業実施に必要な会議費、会場借料、図書購入費、アルバイト賃金等

③ 資料費

事業実施に必要な資料等の作成・購入・印刷費等
④ 外注費

本事業の一部を外注するために必要な経費。

３.一般管理費

人件費の１０％以内で計上することが望ましいが、応相談。


３．提案企業・団体に関する概要（様式３）

様式３に基づき、企業・団体名、（団体の場合は）参加企業名、代表者名、所在地、資本金、従業員数、主要業務の実績、直近過去３年分の財務諸表について記述して下さい。

以　上

（様式１）
	受付番号
	


石油連盟　御中

平成２２年度大規模石油災害対応体制整備事業費補助金 災害対策等調査研究事業

「○○○○○○○○○○○○○○○に関する調査」

公　募　申　請　書

	申請者
	企業・団体名
	

	
	代表者役職・氏名
	
	印または

署名

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	企業・団体名
	

	
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	所在地
	〒



	
	電話番号

（代表・直通）
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


（様式２）

	受付番号
	


平成２２年度大規模石油災害対応体制整備事業費補助金 災害対策等調査研究事業

「○○○○○○○○○○○○○○○に関する調査」

公　募　提　案　書

	１．実施計画及び実施スケジュール

	

	２．実施体制

	

	３．予算額（千円）

	(1)直接人件費　　　　　　　　　　　千円



	(2)事業経費　　　　　　　　　　　 千円

（内訳）※支出予定の具体的な費目区分別の経費を計上。下記費目は例示。
①旅費　　　　　　　　　　　　　千円

②調査費　　　　　　　　　　　　千円

③諸経費　　　　　　　　　　　　千円



	(3)一般管理費

	小計

	消費税及び地方消費税

	総額　　　　　　　　　　　　　　　　千円（※総額は７，０００ 千円程度）


· 「３．予算額」については、可能な限り積算を明記してください。

また、人件費については、積算の根拠となる単価、労働時間を必ず明記して下さい。

（様式３）

	受付番号
	


申請者（提案企業・団体）に関する概要表
商号又は名称

代表者職・氏名

印

	所　在　地
	〒



	ホームページURL
	http://

	設 立 年 月 日
	
	資　本　金
	百万円

	従　業　員　数
	人
	
	

	主要業務の実績
	

	（団体の場合）

主要加盟企業
	

	海外事務所等の

ネットワーク
	


財　務　諸　表

	今期の見込み及び過去２年間の業績

	項　　　目
	今期（見込み）
    ／   ～  ／   
	平成21年度（確定）
    ／   ～  ／   
	平成20年度（確定）
    ／   ～  ／   

	売　上　高
	千円
	千円
	千円

	当期純損益または年度損益
	千円
	千円
	千円

	前年度繰越損益
	千円
	千円
	千円

	年度末処分利益
	千円
	千円
	千円

	年度末借入金残高
	千円
	千円
	千円


	過去における関係分野の調査等業務に関わる契約実績

	発　注　者
	区分(*)
	契約期間
	業務名等
	契約金額等(税抜)

	
	
	自

至
	
	千円

	
	
	自

至
	
	千円

	
	
	自

至
	
	千円

	
	
	自

至
	
	千円

	
	
	自

至
	
	千円

	
	
	自

至
	
	千円

	
	
	自

至
	
	千円

	
	
	自

至
	
	千円

	
	
	自

至
	
	千円


(*) 調査・開発・実証実験等の区分を記入ください








